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Ⅰ．マンション管理業協会について

◆発足

昭和５４年（１９７９年）１０月

◆目的

会員相互の協力によって、マンションの管理システム、管理技術等に関する調査研究を行い、その管
理業務の適正化のための諸方策を推進するとともに、マンションの保全に関する診断能力の研究・開
発及び診断員の育成を図り、調査診断等を実施することにより、マンションにおける良好な居住環境
と快適な共同生活を確保し、もって国民生活の向上と社会福祉の増進に寄与すること。

◆会員数

３６０社（平成３１年１月１日現在）

◆受託管理戸数

５，９６６，０５２戸（１１４，９３５棟・９６，４９１組合）※平成３０年４月１日現在

・全国分譲マンションストック（約６４４万戸）のうち協会会員の受託管理戸数は９割以上を占める

・非会員受託戸数および自主管理戸数はあわせて８％程度と推計
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管理受託戸数における会員・非会員の比率

協会会員受託戸数

協会非会員受託戸数

自主管理戸数

5,966,052戸、

92.2％

7.8％

会員規模別構成比

30,000戸以上

30,000戸未満

10,000戸未満

5,000戸未満

3,000戸未満

36社、73.2％

52社、14.7％

55社、6.3％

34社、2.2％
186社、3.7％



Ⅱ．協会の主要業務

◆マンション管理適正化法に基づく主な業務

①管理業務主任者試験・講習の実施
（平成２９年度）
・主任者試験受験者数 ：１６，９５０名
・登録実務講習受講者数 ：１，７１３名
・主任者証交付講習受講者数：５，２５８名

②管理費等保証事業の実施（平成２９年度）
・受諾会員数：２９９社
（受諾管理組合数：９２，５４３組合）
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◆直近の主な調査・研究・刊行物等

各種協会発行物

③指定法人研修（平成２９年度）
・アドバンス研修受講者数 ：８１８名
・マンション管理ベーシック研修受講者数 ：２７９名

④マンション管理に関する管理組合等からの相談受付
・平成２９年度 相談件数：６，１７１件

⑤マンション管理適正化法の遵守状況等に関する会員への立入調査
・平成２９年度 実施件数 本部：７０件、支部：３１件

【管理会社・管理組合向けマニュアル等の発行】

・マンション暮らしＢＯＯＫ（日本語版・英語版）（平成２８年９月）

・はじめてのマンション管理組合 管理規約を知る（平成３０年４月）

・眼のツケドコロシリーズ 建物入門編（平成３０年３月）

【業界の調査・研究等】

・マンション管理受託動向調査

（昭和６２年以降、年度初めの情報を毎年９月公表）

◆コンプライアンス関係

会員に対する法令遵守・
コンプライアンス体制整備の徹底
①本部・支部モニタリングの実施
②特別研修の実施
③「行動綱領等ガイドライン」の一部改定

区分
対象
社数

指導
対象
社数

指導率
対象
社数

指導
対象
社数

指導率
対象
社数

指導
対象
社数

指導率

会員 33 2 6.1% 29 4 13.8% 43 7 16.3%

非会員 112 53 47.3% 112 60 53.6% 92 44 47.8%

計 145 55 37.9% 141 64 45.4% 135 51 37.8%

29年度 28年度 27年度

国土交通省全国一斉立入検査結果の概要



築後３０、４０、５０年超の分譲マンション戸数
（国土交通省：マンションに関する統計・データ等より）

平成29年末
約644.1万戸

3

Ⅲ．マンション管理の現状と課題

(１)管理組合の財政難と修繕実施の困難
・修繕積立金の不足：消費税の引き上げ、積立金の当初設定の低水準
・高齢年金生活世帯の増加、出費への抵抗
・人件費・建築コストの上昇

cf． 築30年超のマンション：185万戸 → 352万戸(10年後）

(２)高齢化等による環境変化
・コミュニティ、防災、専有部生活サービス等のニーズの拡大
・認知症等への対処の必要性

cf．平均50戸中、高齢者世帯17戸うち単身9戸

認知症の有病者は730万人、有病率は2割（2025年）

・管理組合の役員のなり手不足
・クレーマー、管理会社への過度の要求の増加

(３)マンション管理業の変革の必要性
・65歳定年制の普及等による管理員を中心とする人手不足
・女性、若年層、ＩCＴ等の活用の検討
・管理組合財政等の改善に向けた提案、総合サービス提供

のニーズに対応
・管理業務に対する社会的評価を高める必要

（築30年以下
＝459.2万戸）

◆マンションをめぐる環境変化 ― “２つの高齢化”（建物、居住者）と“人手不足”
都市部での“終の棲家”としての役割の増大
マンション化率：全国12%、東京都27%、東京23区31% （平成29年末時点）

（出典：東京カンテイ プレスリリース/マンション化率 都道府県・政令指定都市）
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◆マンション管理の質の向上・透明性確保のための取組み

・マンション管理業務共通見積書式の策定（マンション管理業協会：平成２９年１０月公表）

新規入居開始時や業務仕様見直し時に、提供するサービス業務の具体的内容（管理員の勤務
日・時間帯や理事会への出席頻度等）をお客様へ明確に示すため、共通の書式を協会において
作成し普及を図っている。

・マンション管理多言語文例集の作成（マンション管理業協会：平成３１年１月公表）

外国人居住者の増加等に対応し、業務品質の向上や現場負担の軽減等に資するため、管理
現場で実際に活用できるツールとして、外国語版掲示物の書式集（英語・中国語・韓国語）を
作成し公表した。

◆ＡＩ、ＩＯＴ等先進技術の活用方策の検討に着手
管理会社の生産性と顧客満足度の向上に資する取り組みとして

・管理会社のＩＴリテラシー向上方策の検討
・管理業界へのＩＴ関連事業者誘致方策の検討

◆ＩＴ活用に向けた環境整備・仕組みの検討に着手
管理業を取り巻くＩＴ化・デジタル化の進展に対応し、法制度
の見直し要望や実証実験の実施等に資する取り組みとして

・管理組合への法定書面の電磁的交付や管理委託契約の電子化等に向けた方策・課題の検討

Ⅳ．中期事業計画2018－2022と諸課題への対応①

２つのミッション Ⅰ．業界の成長発展・社会的評価の向上
Ⅱ．業界従事者の処遇の改善・社会的評価の確立

（背景）
・管理会社の業務効率化、人手不足への

対応
・居住者の生活形態の多様化への対応

(役員の時間的・経済的負担の軽減)
・組合関係書類の保管スペースの軽減、

紛失リスクの低減
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◆管理組合財政の逼迫化への対応

管理不全の予防・円滑なマンション管理継続に向けた制度的後押しとして継続的
に取り組むもの。

◆防災対策の充実
・自然災害発生時に管理組合への初期対応を的確に行うための
「災害対策出動保険」を開発し、３月から募集開始予定

◆外国人労働者の活用可能性についての検討に着手

◆管理業としての認知症高齢者への対応に関する研究に着手

Ⅳ．中期事業計画2018－2022と諸課題への対応②

【平成31年度税制改正・予算関連事項に関する要望】（平成３０年８月 国土交通大臣宛提出）
１．大規模修繕工事にかかる消費税の軽減税率の適用またはこれに相応する措置
２．マンション修繕積立金支払い額に対する所得税額控除制度の創設
３．マンションの共用部改修促進のための補助制度の拡充
４．マンションにおける収益事業(駐車場業等)の所得に対する課税の減免措置
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◆計画修繕へのマンション管理業の取り組み

◆マンションの維持修繕に関する取り組み

・管理会社の蓄積する日常点検・補修等のデータの活用

・適切な長期修繕計画やバリューアップの提案等の推進

・大規模修繕工事等を客観的な立場で受注できる環境の整備

・マンション維持修繕技術者の位置づけと活用
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会員のリフォーム事業 請負工事高の推移（平成27年協会調査）

◆計画的な修繕の的確な実施のための専門家
⇒マンション維持修繕技術者

➣マンションの維持・修繕に関して、コンサルタント・設計面
を含めた実効性のある対応力を養成

➣平成28年度までの合格者の累計は５，３５０名

マンション維持修繕技術者試験 合格者の推移

65,320 

74,009 

96,106 

97,207 

93,626 

105,954 

18,126 

28,185 

25,901 

3,757 

4,083 

8,102 

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

大規模修繕工事

共用部小工事

専有部工事

その他

約2,360億円

約2,000億円

約1,845億円 （単位：百万円）

平成25年度

平成23年度

平成24年度

Ⅳ．中期事業計画2018－2022と諸課題への対応③（計画修繕の的確な実施）

※計画的な修繕の実施や修繕積立金の状況等が、
流通時に取引価格へ反映されることが必要



７

◆これから特に注力する課題

◆協会の今後の活動

良質な維持・管理がなされ、居住価値の向上が図られるマンションが、流通市場で

価値を認められ、そのようなマンションに住みたいと思われる社会的機運を醸成する

ための活動を推進

Ⅴ．これから注力する課題と今後の活動

１．管理組合財政の健全化

２．マンション管理会社の経営の安定化

３．マンション管理が市場価値へ正しく反映される仕組みづくり

◆マンション管理会社の役割

管理組合・居住者に寄り添うマンション管理会社が、管理組合のマネジメントレベルの

向上を図り、管理組合財政の改善に資する様々な形での提言及び具体的な活動を

進めることは、重要な課題であり大事な役割


